
別紙

Ⅰ．事業評価総括表（令和６年度）

（単位：円）

番号
交付金事業に要した

経費
交付金充当額

1 164,446,000 164,446,000

2 25,737,471 23,373,000

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

地域活性化
措置

双葉地区教育構想事業 福島県

措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は間接

交付金事業者名
備　考

地域活性化
措置

「歳時記の郷・奥会津」活性化事
業

福島県



Ⅱ．事業評価個表（令和６年度）

評価年度の設定理由

令和６年度の観光客入込数の公表が令和７年度であるため。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

　本年度は、広域交流拠点を整備したことにより、今後、人の流れを創出、拡大していくための基盤を整備す
ることができた。また、文化振興・交流促進・経済活性化など、多角的な事業を展開し、総務省のふるさとづ
くり大賞を受賞するに至った。
　目標値に達しなかった要因は、記録的な豪雪及びそれに伴う只見線一部区間運休、只見町と新潟県を繋ぐ橋
梁流失の影響等と思われる。なお、観光客入込数は前年度と同水準だった。次年度に向け、国道289号「八十
里越」の開通を見据えた施策の検討を促していく。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

観光客入込数

成果実績 千人

目標値 千人 2,750

達成度 ％

事業期間の設定理由

交付金事業の成果目標及び
成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和７年度

交流人口の確
保

交付金事業に関係する都道
府県又は市町村の主要政
策・施策とその目標

交付金事業に関係する主要政策・施策
令和６年度重点事業
　６　豊かなまちづくりプロジェクト
　　②　ゆとりと潤いのある暮らしをつくる

事業開始年度 令和６年度 事業終了（予定）年度 令和６年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 福島県

交付金事業実施場所 柳津町、三島町、金山町、只見町、昭和村、南会津町、檜枝岐村

交付金事業の概要
只見川電源流域地域（柳津町、三島町、金山町、只見町、昭和村、南会津町、檜枝岐村）を「歳時記の郷・奥
会津」と位置付け、地域の活性化を図るために、当該７町村で構成する只見川電源流域振興協議会が実施する
ソフト事業及び当該７町村が行うハード事業に対して補助を行う。

番号 措置名 交付金事業の名称

1 地域活性化措置 「歳時記の郷・奥会津」活性化事業



交付金事業の担当課室 企画調整部 地域振興課

交付金事業の評価課室 企画調整部 地域振興課

歳時記の郷基盤整備事業（南会津町） 補助 南会津町 55,000,000

歳時記の郷基盤整備事業（檜枝岐村） 補助 檜枝岐村 50,000,000

金山町 5,265,000

歳時記の郷基盤整備事業（只見町） 補助 只見町 4,684,000

地域づくりとしての広域観光の推進事業 補助

二次交通体系の拡充事業 補助

歳時記の郷基盤整備事業（金山町） 補助

地域内外との連携・交流の促進事業 補助

グローカルな人財の育成事業 補助

地域イノベーションの推進事業 補助

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

奥会津らしさの整理・継承事業 補助

只見川電源流域振興協議会 49,497,000

奥会津のブランディング推進事業 補助

うち経済産業省分 164,446,000

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 164,446,000 0 0

うち文部科学省分

交付金事業の総事業費等 令和６年度 年度 年度 備　考

総事業費 164,446,000

達成度 100.0%

令和　年度

補助金交付決定数

活動実績 件 11

活動見込 件 11
交付金事業の活動指標及び
活動実績

活動指標 単位 令和６年度 令和　年度



Ⅱ．事業評価個表（令和６年度）

番号 措置名 交付金事業の名称

2 地域活性化措置 双葉地区教育構想事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 福島県

交付金事業実施場所 福島県双葉郡広野町大字下浅見川

交付金事業の概要

「真の国際人として社会をリードする人材の育成」を基本目標とする双葉地区未来創造型リーダー育成構想
（双葉地区教育新構想）の一環として、福島県立ふたば未来学園高校及び同中学校において、世界を舞台に活
躍できるスポーツにおけるスペシャリストを育成するため、電源立地地域対策交付金を活用し、バドミントン
競技・レスリング競技の専任コーチを招聘し、指導体制の充実に努めます。

交付金事業に関係する都道
府県又は市町村の主要政
策・施策とその目標

【福島県総合計画】
　〔暮らし分野〕ふれあいと親しみのある魅力あふれる県づくり
　　施策（５）ふくしまのスポーツの推進
　　　　　　②　競技スポーツの推進に関する取組
　　　　　〔目標〕本県スポーツの競技力の強化に向けて、競技団体を通じ、選手の競技活動を支援する。
【第２期福島県復興計画】
　〔基本目標〕
　　　（２）未来を担う人材の育成・人とのつながりの醸成
　〔重点プロジェクト〕
　　　（２）人・きずなプロジェクト
　　　　　　②２ 復興を担う心豊かなたくましい人づくり
　　　　　　〔目標〕理数教育､放射線・防災教育の充実や国際化の進展に対応できる人づくりなどに
　　　　　　　　　　よる“ふくしまならでは”の教育の推進、震災の記憶の継承
【福島県スポーツ推進基本計画】
　 施策の柱２　競技スポーツの推進に関する取組
　　　　　　〔目標〕競技力の向上に向けた持続可能な強化体制の推進
　　取組（２）アスリートの発掘・育成・強化
　　　　　　①国際的な舞台で活躍するアスリートの強化支援
　　　　　　②次世代アスリートの発掘・育成・強化の支援

事業開始年度 令和６年度 事業終了（予定）年度 令和６年度

事業期間の設定理由



交付金事業の成果目標及び
成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和６年度

世代別日本代
表選手の輩出

代表選手数

成果実績 人 17

目標値 人 22

達成度 77.3%

評価年度の設定理由

毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

バドミントン競技のＵ１６日本代表選手の減少が要因と考えられる。
県スポーツ協会を通じて専任コーチと連絡を密にし、より良いコーチの勤務環境づくりに取り組む。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

交付金事業の活動指標及び
活動実績

活動指標 単位 令和６年度 令和　年度 令和　年度

指導を行ったコーチの数

活動実績 人 3

活動見込 人 3

達成度 100.0%

交付金事業の総事業費等 令和６年度 年度 年度 備　考

総事業費 25,737,471

交付金充当額 23,373,000 0 0

うち文部科学省分

うち経済産業省分 23,373,000

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

補助金交付 補助 （公財）福島県スポーツ協会 25,737,471

交付金事業の担当課室 文化スポーツ局スポーツ課

交付金事業の評価課室 文化スポーツ局スポーツ課



別紙

Ⅰ．事業評価総括表（令和６年度）

（単位：円）

番号 交付金事業の名称
交付金事業に要した

経費
交付金充当額

1 ＪＦＡと連携した人材育成事業 22,534,820 22,534,820

2
ふくしま子ども自然環境学習推進
事業

6,483,470 6,483,470

3 大気環境監視施設整備事業 10,172,800 10,172,800

4 特別支援学校バス購入事業 35,750,000 35,750,000

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

福島県

公共用施設
に係る整
備、維持補
修又は維持
運営等措置

福島県

公共用施設
に係る整
備、維持補
修又は維持
運営等措置

福島県

地域活性化
措置

措置名
交付金事業者名又は間接

交付金事業者名
備　考

地域活性化
措置

福島県



Ⅱ．事業評価個表（令和６年度）

番号 措置名 交付金事業の名称

1 地域活性化措置 ＪＦＡと連携した人材育成事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 福島県

交付金事業実施場所 広野町（中央台）楢葉町（山田岡）をはじめとする県内全域

交付金事業の概要

　JFAからふたば未来学園高校サッカー部へ指導者を派遣し、指導を行うとともに、部員主体によるキッズイ
ベント等を行う。
　また、アカデミー生の愛着心醸成を図るとともに、JFAアカデミー福島の知見を活かした子どもの健全育成
に資する事業を行い、サッカーを通じた選手・人材育成を行う。

交付金事業に関係する都道
府県又は市町村の主要政
策・施策とその目標

福島県総合計画重点プロジェクト
「輝く人づくりプロジェクト」
目標：一人ひとりの希望をかなえる

事業開始年度 令和６年度 事業終了（予定）年度 令和６年度

事業期間の設定理由

交付金事業の成果目標及び
成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和６年度

双葉地域の地
域活性化

イベント来場
者数

成果実績 人 556

目標値 人 750

達成度 74.1%

評価年度の設定理由

毎年度、事業改善を図るため、事業実施後早期に評価を行う

交付金事業の定性的な成果及び評価等

本事業の実施により、サッカーを通じた子どもたちの体力向上や健全育成、Ｊヴィレッジを核とした双葉地域
への交流人口の拡大を図ることができた。一方で、県内の子ども数およびサッカー人口の減少が続いており、
来場者数の確保には課題がある。今後は、事業の周知広報に一層注力し、成果指標の達成を目指していきた
い。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

交付金事業の活動指標及び
活動実績

活動指標 単位 令和６年度 令和　年度 令和　年度

双葉地域でのイベント実施回
数

活動実績 回 5

活動見込 回 5

達成度 100.0%



交付金事業の総事業費等 令和６年度 年度 年度 備　考

総事業費 22,534,820

交付金充当額 22,534,820

うち文部科学省分

うち経済産業省分 22,534,820

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

①ＪＦＡトップコーチ派遣事業 随意契約 公益財産法人日本サッカー協会 4,939,000

交付金事業の担当課室 企画調整部　地域振興課

交付金事業の評価課室 企画調整部　地域振興課

②サッカーを通じた地域連携事業 随意契約 公益財産法人日本サッカー協会 17,595,820



Ⅱ．事業評価個表（令和６年度）

番号 措置名 交付金事業の名称

2 地域活性化措置 ふくしま子ども自然環境学習推進事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 福島県

交付金事業実施場所 福島県南会津郡檜枝岐村字燧ヶ岳　他

交付金事業の概要
県内の子どもたちに生物多様性の重要性や自然保護に対する意識の醸成を図るため、ガイド料や宿泊費等の助
成を行う。

交付金事業に関係する都道
府県又は市町村の主要政
策・施策とその目標

○ふくしまグリーン復興構想の取組推進
　震災等により減少した県内自然公園の利用者数について、自然環境の保全と調和を図りながら適正な利用を
推進し、公園利用者数の増を図る。

事業開始年度 令和6年度 事業終了（予定）年度 令和６年度

事業期間の設定理由 －

交付金事業の成果目標及び
成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和８年度

自然公園利用
者数

自然公園利用
者数

成果実績 ※評価年度８年度のため記載しない

目標値 万人 1,064

達成度

評価年度の設定理由

令和６年度の自然公園等利用者数調（環境省作成）の公表が令和８年度であるため。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

※評価年度８年度のため記載しない

評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

交付金事業の活動指標及び
活動実績

活動指標 単位 令和6年度 令和　年度 令和　年度

事業参加者数

活動実績 人 605

活動見込 人 700

達成度 86.4%



交付金事業の総事業費等 令和６年度 令和 年度 年度 備　考

総事業費 6,483,470

交付金充当額 6,483,470

うち文部科学省分

うち経済産業省分 6,483,470

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

自然環境学習費用の助成 負担金 尾瀬環境学習推進協議会 6,483,470

交付金事業の担当課室 生活環境部自然保護課

交付金事業の評価課室 生活環境部自然保護課



Ⅱ．事業評価個表（令和６年度）

番号 措置名 交付金事業の名称

3
公共用施設に係る整備、維持補修
又は維持運営等措置

大気環境監視施設整備事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 福島県

交付金事業実施場所 須賀川局（須賀川市）、棚倉局（棚倉町）、新地局（新地町）、富岡局（富岡町）

交付金事業の概要 不調を来している大気汚染常時監視測定機器等の更新・購入を実施する。

交付金事業に関係する都道
府県又は市町村の主要政
策・施策とその目標

　火力発電所は突出したばい煙量を排出することから、広域的な大気汚染を防止し、住民の健康を保護すると
ともに生活環境の保全を図るため、火力発電所の立地状況等を踏まえ大気環境常時監視測定局を設置し、大気
汚染防止法第２２条の規定に基づき、大気の汚染状況を常時監視している。
　老朽化した測定機器を計画的に更新することで、住民の健康被害を未然に防止し、安心して生活ができる地
域社会を形成するために必要となる常時監視体制を維持する。

事業開始年度 令和６年度 事業終了（予定）年度 令和６年度

事業期間の設定理由 測定機器更新計画と保守点検業者からの報告を基に毎年度、更新機器を選定しているため

交付金事業の成果目標及び
成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和７年度
測定データの
信頼性確保と
常時監視体制

の維持

測定機の稼働率

成果実績

目標値 ％ 99

達成度

評価年度の設定理由

測定機導入から１年間の稼働を目途に判断したいため。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

　本県は全国有数の電源立地地域である。火力発電所は突出したばい煙量を排出することから広域的な大気汚
染を防止し、住民の健康を保護するとともに生活環境の保全を図るため、火力発電所の立地状況等を踏まえ大
気環境常時監視測定局を設置し、大気汚染防止法第２２条の規定に基づき、大気の汚染状況を常時監視してい
る。
　今回、これらの測定局にある測定機器のうち不調を来しているものについて、測定データの信頼性を確保
し、大気常時監視に支障が生じないよう、機器の更新を行った。本事業については、住民の健康被害を未然に
防止し、安心して生活ができる地域社会の形成を図るという当初の目的を達成することができたと評価する。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

無



交付金事業の活動指標及び
活動実績

活動指標 単位 令和６年度 令和　年度 令和　年度

大気環境監視施設整備の更新
数

活動実績 台 4

活動見込 台 4

達成度 100.0%

交付金事業の総事業費等 令和４年度 令和５年度 令和６年度 備　考

総事業費 12,293,000 12,592,000 10,172,800

交付金充当額 12,293,000 12,592,000 10,172,800

うち文部科学省分

うち経済産業省分 12,293,000 12,592,000 10,172,800

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

気象計（１台）の購入 一般競争入札 (株)仙台測器社 3,575,000

オキシダント計（１台）の購入 一般競争入札 (株)すすむ器械店 1,207,800

炭化水素計（２台）の購入 一般競争入札 日本計測工業(株) 5,390,000

交付金事業の担当課室 水・大気環境課

交付金事業の評価課室 水・大気環境課



Ⅱ．事業評価個表（令和６年度）

番号 措置名 交付金事業の名称

4
公共用施設に係る整備、維持補修
又は維持運営等措置

特別支援学校バス購入事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 福島県

交付金事業実施場所 石川町猫啼

交付金事業の概要 石川支援学校の老朽化したリフト付き中型バスを更新するため、バス１台を新規に購入します。

交付金事業に関係する都道
府県又は市町村の主要政
策・施策とその目標

　通学バスの運行委託のみでは、単なる交通手段の確保にしか活用できないが、県有化により通学以外の校外
学習に使用するなど教育学習の幅が広がります。
　特別支援教育は、地域と共に学び共に生きることを目指しており、地域での活動や地域との交流のためにバ
スを効率的に活用できるよう県有化することは大きな政策的意義を持つものです。
　民間バスを利用した通学バスの運行委託から、県有バスを使用した委託（運転業務のみ民間業者に委託す
る）に切り替えることで、中長期的な通学バス運行業務に係る経費を大幅に削減させます。

事業開始年度 令和６年度 事業終了（予定）年度 令和６年度

事業期間の設定理由

交付金事業の成果目標及び
成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和７年度

年間の校外学
習時間
60時間

年間の校外学
習時間

成果実績 時間

目標値 時間 60

達成度

評価年度の設定理由

令和６年度末の事業完了を予定しているため、翌年度に評価を実施します。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

老朽化したバスについて、民間バスによる委託ではなく、県有バスを更新して対応したことにより、運行委託
契約の中に郊外学習に係る運行業務を含めることが出来た。
なお、バスの納品時期が令和７年３月末であり、運行委託契約の締結は令和７年４月からであるため、令和７
年５月末時点での実績時間は３時間程度だが、通年で約６０時間程度の実施を計画している。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

無



交付金事業の活動指標及び
活動実績

活動指標 単位 令和６年度 令和　年度 令和　年度

購入台数

活動実績 台 1

活動見込 台 1

達成度 100.0%

交付金事業の総事業費等 ６年度 年度 年度 備　考

総事業費 35,750,000

交付金充当額 35,750,000

うち文部科学省分

うち経済産業省分 35,750,000

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

石川支援学校バス購入 一般競争入札 いすゞ自動車東北（株） 35,750,000

交付金事業の担当課室 教育庁財務課

交付金事業の評価課室 教育庁財務課



別紙

Ⅰ．事業評価総括表（令和6年度）

（単位：円）

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

公共用施設
に係る整
備、維持補
修又は維持
運営等措置

福島県 200,000,000 200,000,0003
出土品収蔵庫整備事業（基金造
成）

備　考

793,387,380 793,387,380

61,887,000

番号 措置名
交付金事業者名又は間接

交付金事業者名
交付金事業の名称

ふくしま産業活性化企業立地促進
事業（基金造成）

福島県1
地域活性化
措置

交付金事業に要した
経費

交付金充当額

2

公共用施設
に係る整
備、維持補
修又は維持
運営等措置

ハイテクプラザ再編強化機器整備
事業（基金造成）

福島県 61,887,000



Ⅱ．事業評価個表（令和6年度）

番号 措置名 交付金事業の名称

1 地域活性化措置 ふくしま産業活性化企業立地促進事業（基金造成）

交付金事業に関係する都道
府県又は市町村の主要政
策・施策とその目標

福島県総合計画
　12　地域産業の持続的発展(しごと)
　　(1)　地域の企業が主役となる、しなやかで力強い地域産業の育成・支援

　国、市町村と連携の下、企業立地補助金や税制優遇措置等を活用しながら、県内外の企業の工場等の新増設
を促進し、製造業等における生産拡大及び雇用創出を図ります。

事業開始年度 令和２年度 事業終了（予定）年度 　令和11年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 福島県

交付金事業実施場所 南会津郡南会津町田島　ほか32件

交付金事業の概要
企業の投資活動を促進させ、「本県経済の活性化」「雇用機会の拡大」を図ることを目的に、将来性・成長性
が見込まれ地域経済への波及と地域振興への貢献が期待される企業に対して支援を行います。

事業期間の設定理由
令和６年度に指定した補助対象企業への補助金支払完了予定年度が令和１１年度であるため。
（本補助金制度自体は令和１２年度以降も継続する）

交付金事業の成果目標及び
成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和12年度

①製造品出荷額等
（令和７年度）
53,483億円
②工場立地件数（令
和７年度）
956件

①製造品出荷
額等
②工場立地件
数

成果実績

目標値
①円
②件

①53,483億円
②956件

達成度

評価年度の設定理由

成果実績を測定し次第、評価を実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

無



達成度 100.0%

令和　年度

基金造成

活動実績 円 793,387,380

活動見込 円 793,387,380

交付金事業の総事業費等 令和6年度 令和　年度 令和　年度 備　考

交付金事業の活動指標及び
活動実績

活動指標 単位 令和６年度 令和　年度

総事業費 793,387,380

うち経済産業省分 793,387,380

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 793,387,380

うち文部科学省分

交付金事業の担当課室 商工労働部企業立地課

交付金事業の評価課室 商工労働部企業立地課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

基金造成 積立



Ⅱ．事業評価個表（令和6年度）

番号 措置名 交付金事業の名称

2
公共用施設に係る整備、維持補修
または維持運営等措置

ハイテクプラザ再編強化機器整備事業

交付金事業に関係する都道
府県又は市町村の主要政
策・施策とその目標

福島県総合計画
第４章３　政策分野別の主要政策の体系
　施策２　地域の企業における技術力・開発力の強化に向けた支援
　県内中小企業の技術力と商品開発力の向上を図り、本県産業の高度化や高付加価値化を目指すとともに、県
内企業が有する独自技術の活用を支援するなど、県内企業の技術力・開発力の強化に向けた支援を行います。

事業開始年度 令和３年度 事業終了（予定）年度 令和８年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 福島県

交付金事業実施場所 福島県郡山市待池台（福島県ハイテクプラザ）

交付金事業の概要
県内製造業の重点分野参入（廃炉、ロボット、環境・エネルギー、医療、航空宇宙等）や開発型企業への転換
等を技術面から支援する福島県ハイテクプラザの機能を強化するため、組織再編に合わせ、必要な機器の更
新・追加に必要な経費について基金造成を行います。

事業期間の設定理由
機器整備を含むハイテクプラザの再編強化は、令和４年度から令和８年度までの５ヶ年計画（計画名：ハイテ
クプラザ中期ビジョン）で進めることから、当該計画に合わせた実施とするため。

交付金事業の成果目標及び
成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和９年度

整備機器の活
用による県内
企業の新技
術・新製品の
開発促進

整備機器の活
用による新技
術・新製品の
開発支援件数

成果実績

目標値 件 100

達成度

評価年度の設定理由

機器整備の完了後にそれらの活用成果を評価するため。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

無



達成度 100.0%

令和　年度

基金造成

活動実績 61,887,000

活動見込 円 61,887,000

交付金事業の総事業費等 令和６年度 令和　年度 令和　年度 備　考

交付金事業の活動指標及び
活動実績

活動指標 単位 令和６年度 令和　年度

総事業費 61,887,000

うち経済産業省分 61,887,000

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 61,887,000

うち文部科学省分

交付金事業の担当課室 商工労働部産業振興課

交付金事業の評価課室 商工労働部産業振興課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

基金造成 積立



Ⅱ．事業評価個表（令和6年度）

番号 措置名 交付金事業の名称

3
公共用施設に係る整備、維持補修
又は維持運営等措置

出土品収蔵庫整備事業（基金造成）

交付金事業に関係する都道
府県又は市町村の主要政
策・施策とその目標

『福島県総合計画（２０２２→２０３０）』の第４章「政策分野別の主要施策」における「ひと分野」の「施
策５　人生１００年時代を見通した多様な学びの場づくり」に該当。

事業開始年度 令和５年度 事業終了（予定）年度 　令和９年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 福島県

交付金事業実施場所 福島県白河市白坂（福島県文化財センター白河館　敷地）

交付金事業の概要 福島県文化財センター白河館の出土品収蔵庫を増設整備する。

事業期間の設定理由 出土品収蔵庫の整備に令和９年度までかかる見込みであるため。

交付金事業の成果目標及び
成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和10年度

出土品の保存 収蔵した出土品の数

成果実績

目標値 箱 3,858

達成度

評価年度の設定理由

出土品収蔵庫の整備完了後、仮置きしている出土品を令和１０年度に収蔵するため。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

無



達成度 100.0%

令和8年度

基金造成

活動実績 200,000,000

活動見込 円 200,000,000

交付金事業の総事業費等 令和6年度 令和 年度 令和 年度 備　考

交付金事業の活動指標及び
活動実績

活動指標 単位 令和6年度 令和7年度

総事業費 200,000,000

うち経済産業省分 200,000,000

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 200,000,000

うち文部科学省分

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

基金造成 積立

交付金事業の担当課室 福島県教育庁文化財課

交付金事業の評価課室 福島県教育庁文化財課
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